
日本経営診断学会会則 改正原案 改正箇所一覧 
2014 年 8 月 18 日現在 

 
（会員）第 4 条の一（2）： ◎諸機関などに所属し、もしくは個人として、経営診断の・・・ 
（部会）第 5 条の５：◎任期は理事の任期とする ⇒ 任期は役職理事の任期とする 
（役員 ⇒ 理事および役員の選出）第 11 条の１～７： 

◎第 11 条 役員は会長、副会長、常任理事、理事および監事とする。 
２ 会長１名は理事会が個人会員の中から選任する。 
３ 副会長は 3 名とし、2 名（東西ブロックより各 1 名）は理事会が個人会員の中から選任

し、1 名は会長が選任する。 
４ 部会長６名を常任理事とする。 
５ 理事は会長、副会長、常任理事を含めて 46 名以内とし、監事２名とともに総会におい

て個人会員の中から選出する。 
６ 幹事若干名は個人会員の中から会長が委嘱する。 
７ 理事および役職理事の選出方法については別に定める。 

（役員の職務）第 12 条の３～６： 
  ◎３ 会長、副会長および常任理事を役職理事として役職理事会を構成し、会務を審議決定する 
    ３ ⇒ ４、４ ⇒ ５ 
    ５ ⇒ ６ 幹事は会長、副会長、常任理事、理事を補佐し、必要に応じ役職理事会および理事

会に出席できるものとする。 
（役員の任期）第 13 条の１： 

◎第 13 条 理事の任期は原則として 4 年 1 期とし、役職理事の任期は 2 年 1 期として 2 期までの

再任を認める。 
（会議の種類）第 17 条：◎部会長会 ⇒ 役職理事会 
（理事会）第 20 条の１： 
  ◎理事会は会長、副会長、常任理事および理事をもって構成し・・・ 
（役職理事会の議決事項）第 23 条の１～３： 
  ◎役職理事会は、第 21 条の議決事項のうち、重要および緊急を要する・・・ 
   ２ 役職理事会は学会の将来構想について検討、審議する。 
   ２ ⇒ ３ 役職理事会で審議決定された事項については、理事会にこれを報告する。 
（委員会）第 25 条の二と六： 
  ◎二 共同研究プロジェクト研究審査委員会 ⇒ 研究推進委員会 
   六 会員サポート委員会 ⇒ 財務委員会 
（付則）１～５： 
  ◎１ 本部事務局は会長校とし ⇒ 本部事務局は会長所管とし、 
         部会事務局は部会長校に置く ⇒ 部会事務局は部会長所管とする 
   ２ 部会長は部会事務局幹事を個人会員の中から委嘱することができる。 
  ２ ⇒ ３、３ ⇒ ４   
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５ 日付追加 ⇒ 2014 年 9 月 20 日 
（以上） 
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日本経営診断学会会則（新旧対照） 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

（ 名 称） 
第１条 本会は日本経営診断学会（英文名：Japan 

Management Diagnosis Association 
：JMDA）と称する。 

（ 名 称） 
第１条 本会は日本経営診断学会（英文名：Japan 

Management Diagnosis Association 
：JMDA）と称する。 

（ 目 的） 
第２条 本会は、経営診断の研究、提案およびその

普及を行い、あわせて会員相互の研鑚に寄与す

ることを目的とする。 

（ 目 的） 
第２条 本会は、経営診断の研究、提案およびその

普及を行い、あわせて会員相互の研鑚に寄与す

ることを目的とする。 
（ 事 業） 
第３条 本会は前条の目的を達成するため、次の事

業を行う。 
一 全国大会 
二 部会の研究発表 
三 ｢日本経営診断学会論集｣および「日本経営

診断学会広報」の発行および頒布 
四 学会の承認を得た研究活動の支援 
五 経営診断に関わる研究の社会に対する啓

発および普及活動 
六 内外の関連学会ならびに団体等との交流

および連携 
七 その他本会の目的を達成するために必要

な事業 

（ 事 業） 
第３条 本会は前条の目的を達成するため、次の事

業を行う。 
一 全国大会 
二 部会の研究発表 
三 ｢日本経営診断学会論集｣および「日本経営

診断学会広報」の発行および頒布 
四 学会の承認を得た研究活動の支援 
五 経営診断に関わる研究の社会に対する啓

発および普及活動 
六 内外の関連学会ならびに団体等との交流

および連携 
七 その他本会の目的を達成するために必要

な事業 
（ 会 員） 
第４条 本会の会員の種類は次のとおりとする。 

一 個人会員 
イ 正会員 

(1) 大学などの研究教育機関に所属し、経

営診断の研究に関心を有する者 
(2) 企業、団体、諸機関などに所属し、経

営診断の研究に関心を有する者 
ロ 学生会員 
大学院に在籍し経営診断に関心を有する

者。但し学生の身分がなくなったときは正

会員となる。 

（ 会 員） 
第４条 本会の会員の種類は次のとおりとする。 

一 個人会員 
イ 正会員 

(1) 大学などの研究教育機関に所属し、経

営診断の研究に関心を有する者 
(2) 企業、団体、諸機関などに所属し、も

しくは個人として、経営診断の研究に関

心を有する者 
ロ 学生会員 
大学院に在籍し経営診断に関心を有する

者。但し学生の身分がなくなったときは正
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二 法人会員 

本会の趣旨に賛同し、研究活動を支援する

法人もしくは団体 

会員となる。 
二 法人会員 

本会の趣旨に賛同し、研究活動を支援する

法人もしくは団体とする。 
（部 会） 
第５条 本会は、第３条に規定する事業を円滑に行

うため、次の６つの部会を置く。 
一 北海道部会 
二 東北部会 
三 関東部会 
四 中部部会 
五 関西部会 
六 九州部会 

２ 部会の地域範囲は付則に定める。 
３ 前項の部会のうち、北海道部会・東北部

会・関東部会をもって東日本ブロックとし、中部

部会・関西部会・九州部会をもって西日本ブロッ

クとする。 
４ 各部会に部会長をおく。 
５ 部会長は所属部会理事の互選により選出

し、任期は理事の任期とする。 
６ 部会長は部会を代表し、部会活動の企画運

営にあたる。 
７ 部会およびブロック運営に関する規定は

別に定める。 

（部 会） 
第５条 本会は、第３条に規定する事業を円滑に行

うため、次の６つの部会を置く。 
一 北海道部会 
二 東北部会 
三 関東部会 
四 中部部会 
五 関西部会 
六 九州部会 

２ 部会の地域範囲は付則に定める。 
３ 前項の部会のうち、北海道部会・東北部

会・関東部会をもって東日本ブロックとし、中部

部会・関西部会・九州部会をもって西日本ブロッ

クとする。 
４ 各部会に部会長をおく。 
５ 部会長は所属部会理事の互選により選出

し、任期は役職理事の任期とする。 
６ 部会長は部会を代表し、部会活動の企画運

営にあたる。 
７ 部会およびブロック運営に関する規程は

別に定める。 
（部会への所属） 
第６条 会員は、第５条に定める部会の一つに所属

するものとする。 
２ 所属部会は会員の申し出によるものとす

る。 

（部会への所属） 
第６条 会員は、第５条に定める部会の一つに所属

するものとする。 
２ 所属部会は会員の申し出によるものとす

る。 
（入 会） 
第７条 本会の入会希望者は、本会で定める加入申

込書に所定の事項および本会個人正会員１名

の推薦者を記載し、部会事務局宛に加入の申込

みをする。 
２ 部会長および部会所属理事による入会の

可否審査の結果について、入会申込者に部会長名

をもって通知する。 

（入 会） 
第７条 本会の入会希望者は、本会で定める加入申

込書に所定の事項および本会個人正会員１名

の推薦者を記載し、部会事務局宛に加入の申込

みをする。 
２ 部会長および部会所属理事による入会の

可否審査の結果について、入会申込者に部会長名

をもって通知する。 
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３ 部会事務局は、２の入会者について、速や

かに本部事務局および会員管理業務委託先に報

告する。 

３ 部会事務局は、２の入会者について、速や

かに本部事務局および会員管理業務委託先に報

告する。 
（ 会 費） 
第８条 会費の年額は次の通りとする。 

一 個人会員 
イ 正会員 年間 10,000 円 

     ただし、70 歳以上の会員のうち本人か

ら申し出があった者については 5,000 円

とする。 
ロ 学生会員 年間 5,000 円 

二 法人会員 年間 １口 20,000 円 
２ 会員は毎年５月までに会費を納入しなけれ

ばならない。 
３ 6 月 1 日以降に入会を承認された会員は 8

月 31 日に終了する当会計年度の会費を免除し、

9 月 1 日より開始する翌会計年度より納入する。

ただし、総会の議決への参加資格は会費納入後に

発効する。 

（ 会 費） 
第８条 会費の年額は次の通りとする。 

一 個人会員 
イ 正会員 年間 10,000 円 

     ただし、70 歳以上の会員のうち本人か

ら申し出があった者については 5,000 円

とする。 
ロ 学生会員 年間 5,000 円 

二 法人会員 年間 １口 20,000 円 
２ 会員は毎年５月までに会費を納入しなけれ

ばならない。 
３ 6 月 1 日以降に入会を承認された会員は 8

月 31 日に終了する当会計年度の会費を免除し、

9 月 1 日より開始する翌会計年度より納入する。

ただし、総会の議決への参加資格は会費納入後に

発効する。 
  
（ 退 会） 
第９条 退会を希望する会員は、書面をもってその

旨を部会長に申し出るものとする。 
２ ３年以上会費未払の場合は自然退会とな

る。 

（ 退 会） 
第９条 退会を希望する会員は、書面をもってその

旨を部会長に申し出るものとする。 
２ ３年以上会費未払の場合は自然退会とな

る。 
（除 名） 
第 10 条 会員が本会の対面を汚す行為をしたとき

は、会長は理事会ならびに総会の議を経てこれ

を除名することができる。 

（除 名） 
第 10 条 会員が本会の対面を汚す行為をしたとき

は、会長は理事会ならびに総会の議を経てこれ

を除名することができる。 
（役員の選出） 
第 11 条 会長 1 名、副会長 2 名（東西ブロックよ

り各 1 名）は理事の中から互選する。 
２ 理事 46 名以内および監事 2 名は総会にお

いて個人会員の中から選出する。 
３ 幹事若干名は個人会員のなかから会長が

委嘱する。 
４ 理事および監事の選出方法については別

に定める。 

（理事および役員の選出） 
第 11 条 役員は会長、副会長、常任理事、理事お

よび監事とする。 
２ 会長１名は理事会が個人会員の中から選

任する。 
３ 副会長は 3 名とし、2 名（東西ブロックよ

り各 1 名）は理事会が個人会員の中から選任し、

1 名は会長が選任する。 
４ 部会長６名を常任理事とする。 
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５ 理事は会長、副会長、常任理事を含めて

46 名以内とし、監事２名とともに総会において

個人会員の中から選出する。 
６ 幹事若干名は個人会員の中から会長が委

嘱する。 
７ 理事および役職理事の選出方法について

は別に定める。 
（役員の職務） 
第 12 条 会長は本会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あると

きは、あらかじめ定められた順位に従ってその職

務を代行する。 
３ 理事は理事会を構成し、会務を審議決定す

る。 
４ 監事は、本会の業務および財産の状況を監

査する。 
５ 幹事は、会長、副会長、理事を補佐し、必

要に応じ理事会に出席できるものとする。 

（役員の職務） 
第 12 条 会長は本会を代表し、会務を総括する。 

２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あると

きは、あらかじめ定められた順位に従ってその職

務を代行する。 
３ 会長、副会長および常任理事を役職理事と

し、役職理事会を構成し、会務を審議する。 
４ 理事は理事会を構成し、会務を審議決定す

る。 
５ 監事は本会の業務および財産の状況を監

査する。 
６ 幹事は会長、副会長、常任理事、理事を補

佐し、必要に応じ役職理事会および理事会に出席

できるものとする。 
（役員の任期） 
第 13 条 役員の任期は４年とし、再任を妨げない。

ただし、連続して再任するときは２期までとす

る。 
２ 役員は２年ごとにその半数を改選する。 
３ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

（役員の任期） 
第 13 条 理事の任期は原則として４年 1 期とし、

役職理事の任期は 2 年 1 期とし、2 期までの再

任を認める。 
２ 役員は２年ごとにその半数を改選する。 
３ 補欠の役員の任期は、前任者の残任期間と

する。 
（名誉会員） 
第 14 条 本会の理事として２期以上務め､ 会の運

営に貢献し、７５歳を超える者を理事会の提案

に基づき総会の決議を経て名誉会員とするこ

とができる。 
２ 名誉会員の会費はこれを徴収しない。 

（名誉会員） 
第 14 条 本会の理事として２期以上務め､ 会の運

営に貢献し、７５歳を超える者を理事会の提案

に基づき総会の決議を経て名誉会員とするこ

とができる。 
２ 名誉会員の会費はこれを徴収しない。 

（顧 問） 
第 15 条 理事会の推薦により、総会の議決をもっ

て本会に顧問を置くことができる。顧問は本会

に功労のあった会長、副会長および部会長経験

（顧 問） 
第 15 条 理事会の推薦により、総会の議決をもっ

て本会に顧問を置くことができる。顧問は本会

に功労のあった会長、副会長および部会長経験
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者のなかから選ぶ。 
２ 顧問の会費はこれを徴収しない。 
３ 顧問は理事会に出席して意見を述べるこ

とができる。 

者のなかから選ぶ。 
２ 顧問の会費はこれを徴収しない。 
３ 顧問は理事会に出席して意見を述べるこ

とができる。 
（名誉会長） 
第 16 条 理事会の推薦により、総会の決議をもっ

て本会に名誉会長を置くことができる。名誉会

長は特に本会に功労があった会長の中から選

ぶ。 
２ 前条第２項および第３項の規定は名誉会

長にこれを準用する。 

（名誉会長） 
第 16 条 理事会の推薦により、総会の決議をもっ

て本会に名誉会長を置くことができる。名誉会

長は特に本会に功労があった会長の中から選

ぶ。 
２ 前条第２項および第３項の規程は名誉会

長にこれを準用する。 
（会議の種類） 
第 17 条 会議は、総会、理事会および部会長会と

する。 

（会議の種類） 
第 17 条 会議は、総会、理事会および役職理事会

とする。 
（総 会） 
第 18 条 総会は、通常総会および臨時総会とする。

通常総会は毎年１回の大会時に開催し、臨時総

会は必要あるとき理事会の議決を経て会長が

招集する。 
２ 総会を開催するときは、少なくとも開催期

日の２週間前までに、日時、場所および会議の目

的たる事項を記載した書面をもって、個人会員に

通知しなければならない。 
３ 総会の議長には会長がこれに当る。 
４ 総会の議決は出席した個人会員の過半数

とする。ただし、可否同数のときは議長の決する

ところによる。 
５ 総会の議事録は議長および出席理事２名

が署名捺印する。 

（総 会） 
第 18 条 総会は、通常総会および臨時総会とする。

通常総会は毎年１回の大会時に開催し、臨時総

会は必要あるとき理事会の議決を経て会長が

招集する。 
２ 総会を開催するときは、少なくとも開催期

日の２週間前までに、日時、場所および会議の目

的たる事項を記載した書面をもって、個人会員に

通知しなければならない。 
３ 総会の議長には会長がこれに当る。 
４ 総会の議決は出席した個人会員の過半数

とする。ただし、可否同数のときは議長の決する

ところによる。 
５ 総会の議事録は議長および出席理事２名

が署名捺印する。 
（総会の議決事項） 
第 19 条 次に揚げる事項は、総会の議決を要する。 

一 会則の変更 
二 年度事業報告および収支決算 
三 年度事業計画および収支予算 
四 その他理事会において必要と認められ

る重要事項 

（総会の議決事項） 
第 19 条 次に揚げる事項は、総会の議決を要する。 

一 会則の変更 
二 年度事業報告および収支決算 
三 年度事業計画および収支予算 
四 その他理事会において必要と認められ

る重要事項 
（理事会） 
第 20 条 理事会は、会長、副会長および理事をも

（理事会） 
第 20 条 理事会は、会長、副会長、常任理事およ
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って構成し、必要に応じ会長がこれを召集す

る。 
２ 理事会の議長には会長がこれに当る。 
３ 理事会の議決は、当該会議に出席した理事

会構成員の過半数でこれを行う。ただし、可否同

数のときは議長の決するところによる。 

び理事をもって構成し、必要に応じ会長がこれ

を召集する。 
２ 理事会の議長には会長がこれに当る。 
３ 理事会の議決は、当該会議に出席した理事

会構成員の過半数でこれを行う。ただし、可否同

数のときは議長の決するところによる。 
（理事会の議決事項） 
第 21 条 次に掲げる事項は、理事会の議決を要す

る。 
一 総会に提出する議案 
二 会則および規約の制定または改廃 
三 その他会務の執行に関する重要事項 

（理事会の議決事項） 
第 21 条 次に掲げる事項は、理事会の議決を要す

る。 
一 総会に提出する議案 
二 会則および規約の制定または改廃 
三 その他会務の執行に関する重要事項 

（部会長会） 
第 22 条 部会長会は、会長、副会長および部会長

をもって構成し、必要に応じ会長がこれを招集

する。 
２ 部会長会の議長には会長がこれに当る。 
３ 部会長会の議決は、当該会議に出席した部

会長会構成員の過半数でこれを行う。ただし、可

否同数のときは議長の決するところによる。 

（役職理事会） 
第 22 条 役職理事会は、会長、副会長および常任

理事をもって構成し、必要に応じ会長がこれを

招集する。 
２ 役職理事会の議長には会長がこれに当る。 
３ 役職理事会の議決は、当該会議に出席した

役職理事会構成員の過半数でこれを行う。ただ

し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 
（部会長会の議決事項） 
第 23 条 部会長会は、第 21 条の議決事項のうち

緊急を要する事項について審議決定する。 
２ 部会長会で審議決定された事項について

は、理事会にこれを報告する。 

（役職理事会の議決事項） 
第 23 条 役職理事会は、第 21 条の議決事項のう

ち、重要および緊急を要する事項について審議

決定する。 
２ 役職理事会は学会の将来構想について検

討、審議する。 
３ 役職理事会で審議決定された事項につい

ては、理事会にこれを報告する。 
（学会賞） 
第 24 条 本会に学会賞を設け、個人会員の優れた

研究業績を表彰する。 
２ 学会賞の種類および審査手続については

別に定める。 

（学会賞） 
第 24 条 本会に学会賞を設け、個人会員の優れた

研究業績を表彰する。 
２ 学会賞の種類および審査手続については

別に定める。 
（委員会） 
第 25 条 本会の事業を推進するため、次の委員会

を置く。 
一 学会賞審査委員会 

（委員会） 
第 25 条 本会の事業を推進するため、次の委員会

を置く。 
一 学会賞審査委員会 
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二 共同プロジェクト研究審査委員会 
三 寄稿編集委員会 
四 大会運営委員会 
五 広報委員会 
六 会員サポート委員会 

２ 理事会は、本会の事業の遂行に必要と認め

たときは、随時、委員会を設置することができる。 
３ 上記委員会の構成および運営等について

は別に定める。 

二 研究推進委員会 
三 寄稿編集委員会 
四 大会運営委員会 
五 広報委員会 
六 財務委員会 

２ 理事会は、本会の事業の遂行に必要と認め

たときは、随時、委員会を設置することができる。 
３ 上記委員会の構成および運営等について

は別に定める。 
（会 計） 
第 26 条 本会の経費は、会費、寄付金およびその

他収入をもって支弁する。 
２ 寄付金は理事会の議決を経てこれを受理

する。 
３ 会長は事業年度終了後すみやかに、事業報

告書、収支決算書、財産目録、貸借対照表を作成

し、これを監事に提出する。 
４ 監事は、前項に定める書類を受理したとき

は遅滞なくこれを監査し、意見を付して会長に報

告する。 

（会 計） 
第 26 条 本会の経費は、会費、寄付金およびその

他収入をもって支弁する。 
２ 寄付金は理事会の議決を経てこれを受理

する。 
３ 会長は事業年度終了後すみやかに、事業報

告書、収支決算書、財産目録、貸借対照表を作成

し、これを監事に提出する。 
４ 監事は、前項に定める書類を受理したとき

は遅滞なくこれを監査し、意見を付して会長に報

告する。 
（会計年度） 
第 27 条 本会の会計年度は毎年９月１日に始ま

り、翌年８月３１日に終る。 

（会計年度） 
第 27 条 本会の会計年度は毎年９月１日に始ま

り、翌年８月３１日に終る。 
（ 付 則） 

１ 本会の事務局に、本部事務局と部会事務局を

置く。本部事務局は会長校とし、部会事務局は部会

長校に置く。ただし、常設の場所に置くことをさま

たげない。 
２ 「論集」は会長の指示により寄稿編集委員会

において作成する。 
３ 第５条第２項の地域範囲は次のとおりとす

る。 
  一 北海道部会：北海道 
  二 東北部会：青森、岩手、秋田、宮城、山形、

福島の各県 
  三 関東部会：東京、神奈川、埼玉、群馬、栃

木、茨木、千葉、新潟、山梨の

各都県 

（ 付 則） 
１ 本会に、本部事務局と部会事務局を置く。本

部事務局は会長所管とし、部会事務局は部会長所管

とする。ただし、常設の場所に置くことをさまたげ

ない。 
２ 部会長は部会幹事を個人会員の中から委嘱

することができる。 
（部会幹事については「部会およびブロック等の運

営規程」に掲載） 
３ 「論集」は会長の指示により寄稿編集委員会

において作成する。 
４ 第５条第２項の地域範囲は次のとおりとす

る。 
一 北海道部会：北海道 

  二 東北部会：青森、岩手、秋田、宮城、山形、
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  四 中部部会：静岡、長野、富山、石川、福井、

岐阜、愛知の各県 
  五 関西部会：京都、滋賀、大阪、兵庫、和歌

山、奈良、岡山、鳥取、島根、

広島、香川、徳島、愛媛、高知

の各府県 
  六 九州部会：山口、福岡、佐賀、熊本、大分、

長崎、宮崎、鹿児島、沖縄の各

県 
 
 
４ この会則は 1968年４月１４日より実施する。 
５ 1977 年 12 月 2 日改正、1983 年 10 月 29 日

改正、1986 年 11 月 12 日改正、1987 年７月 27 日

改正、1992 年 10 月 23 日改正、1993 年 10 月 21
日改正、1998 年 11 月 7 日改正、2000 年 10 月 7
日改正、2003 年 10 月 12 日改正、2004 年 10 月 2
日改正、2006 年 9 月 30 日改正。2010 年 9 月 18
日改正、2011 年 10 月 1 日改正 

（ 以 上） 

福島の各県 
  三 関東部会：東京、神奈川、埼玉、群馬、栃

木、茨木、千葉、新潟、山梨の

各都県 
四 中部部会：静岡、長野、富山、石川、福井、

岐阜、愛知の各県 
  五 関西部会：京都、滋賀、大阪、兵庫、和歌

山、奈良、岡山、鳥取、島根、

広島、香川、徳島、愛媛、高知

の各府県 
  六 九州部会：山口、福岡、佐賀、熊本、大分、

長崎、宮崎、鹿児島、沖縄の各

県 
５  1977 年 12 月 2 日改正、1983 年 10 月 29 日

改正、1986 年 11 月 12 日改正、1987 年７月 27 日

改正、1992 年 10 月 23 日改正、1993 年 10 月 21
日改正、1998 年 11 月 7 日改正、2000 年 10 月 7
日改正、2003 年 10 月 12 日改正、2004 年 10 月 2
日改正、2006 年 9 月 30 日改正。2010 年 9 月 18
日改正、2011 年 10 月 1 日改正、2014 年 9 月 20
日改正。 
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理事および役職理事の選出方法に関する規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本会の会則第 11 条４項による役員の選出方法を

次のとおり定める。 
１．（選出参加の条件） 本会の役員選出は本会個

人会員のみが参加できる。 
２．（役員候補の年齢制限） 選出の対象者は、会

員総会時において満７５歳未満とする。 
３．（役員候補者の選出） 各部会ごとに部会長が

指名する選考委員会において役員候補者リス

トを作成し会長に提出する。 
上記候補者リストは会員総会開催日前９０

日をもって締め切る。 
４．（役員の人数枠） 前項３による役員のそれぞ

れの人数枠は次のとおりとする。 
 

５．（役員候補者の信任） 会長は会員総会におい

て役員候補者リストを提示する。役員候補者は出

席個人会員の過半数によって信任される。 
６．（役員選出結果の公示） 役員選出の経過およ

びその結果は「日本経営診断学会広報」誌に公示

する。 
７．（規定の変更または廃止） この規定の変更ま

たは廃止は理事会の議決を要する。 
８．（経過措置） 会則第１３条２項の規定にかか

わらず、2006 年 10 月に行われる役員改選におい

ては、４年任期役員と２年任期役員をそれぞれ半

数ずつ選任し、以後２年ごとに役員の半数を改選

する。 

 （理事）  （理事） 
北海道部会 4 名以内 中部部会 6 名以内 
東北部会 2 名以内 関西部会 10名以内 
関東部会 18名以内 九州部会 6 名以内 

 （監事）   
関東部会 2 名   

本会の会則第 11 条４項による理事および役職理事

の選出方法を次のとおり定める。 
１．（選出参加の条件） 本会の理事および役職理事

選出は本会個人会員のみが参加できる。 
２．（理事および役職理事候補の年齢制限） 選出の

対象者は、会員総会時において満７５歳未満とす

る。 
３．（理事および役職理事候補者の選出）各部会ご

とに部会長が指名する選考委員会において理事

候補者リストを作成し、会員総会開催日 30 日前

までに会長に提出する。 
４．（理事の人数枠） 前項３による理事のそれぞれ

の人数枠は次のとおりとする。 
 （理事）  （理事） 
北海道部会 4 名以内 中部部会 6 名以内 
東北部会 2 名以内 関西部会 10名以内 
関東部会 18名以内 九州部会 6 名以内 

 （監事）   
関東部会 2 名   

 
５．（理事および役職理事候補者の信任） 会長は会

員総会において役員候補者リストを提示する。役

員候補者は出席個人会員の過半数によって信任

される。 
６．（理事および役職理事選出結果の公示） 役員選

出の経過およびその結果は「日本経営診断学会広

報」誌に公示する。 
７．（規程の変更または廃止） この規程の変更また

は廃止は理事会の議決を要する。 
８． 1993 年 10 月 21 日実施施行。1998 年 11 月 7
日改正、2000 年 10 月 7 日改正。2004 年 10 月 2
日改正、2010 年 9 月 18 日改正、2011 年 10 月 1
日改正。2014 年 9 月 20 日改正。 
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９． 1993 年 10 月 21 日実施施行。1998 年 11
月 7 日改正、2000 年 10 月 7 日改正。2004 年 10
月 2 日改正、2010 年 9 月 18 日改正、2011 年 10
月 1 日改正。 
 
 

 
 

部会およびブロック等の運営規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本規定は会則第５条７項と第１２条２項に関す

る事項を定める。 
１．各部会は少なくとも年間２回以上の研究発表

会を実施する。研究発表会は現地視察会に換え

ることができる。 
２．部会長は研究発表会の開催にあたってそれぞ

れ実施担当校を委嘱する。実施担当校は当日の

運営に当る。 
３．部会長は開催の日時、場所、発表者および発

表テーマを各部会所属会員ならびに本部事務

局に通知する。 
４．部会長は会員総会の開催に当って部会の事業

報告ならびに事業計画を印刷物をもって示す

ことを要する。 
５．部会長は研究発表者のなかから大会における

発表者として指名または推薦することができ

る。 
６．部会長は学会本部より受領する部会費の収支

決算を毎年８月末現在において作成して、 
会長に提出する。 

７．実施担当校は研究発表会開催に当り当日部会

費として必要な会費を徴収することができる。 
８．東西ブロック長は副会長がこれにあたる。 
９．東西ブロック長は、年次大会主催校に関する

部会間の調整および部会間の共同研究に関す

る調整を行う。 

本規程は会則第５条７項と第１２条２項に関す

る事項を定める。 
１．各部会は少なくとも年間２回以上の研究発表

会を実施する。研究発表会は現地視察会に換え

ることができる。 
２．部会長は部会幹事を個人会員の中から委嘱す

ることができる。 
３．部会長は研究発表会の開催にあたってそれぞ

れ実施担当校を委嘱する。実施担当校は当日の

運営に当る。 
４．部会長は開催の日時、場所、発表者および発

表テーマを各部会所属会員ならびに本部事務

局に通知する。 
５．部会長は会員総会の開催に当って部会の事業

報告ならびに事業計画を印刷物をもって示す

ことを要する。 
６．部会長は研究発表者のなかから大会における

発表者として指名または推薦することができ

る。 
７．部会長は学会本部より受領する部会費の収支

決算を毎年８月末現在において作成して、 
会長に提出する。 

８．実施担当校は研究発表会開催に当り当日部会

費として必要な会費を徴収することができる。 
９．東西ブロック長は理事会が選任した副会長が

これにあたる。 
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10．副会長の職務代行順位について、奇数期は東

日本ブロック長を、偶数期は西日本ブロック長

を優先とする。 
11．この規定の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
12． 1996 年 1 月 29 日実施施行。1998 年 11 月

7 日改正。2004 年 10 月 2 日改正。 
（ 以 上） 

10．東西ブロック長は、年次大会主催校に関する

部会間の調整および部会間の共同研究に関す

る調整を行う。 
11．副会長の職務代行順位について、奇数期は東

日本ブロック長を、偶数期は西日本ブロック長

を優先とする。 
12．この規程の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
13． 1996 年 1 月 29 日実施施行。1998 年 11 月

7 日改正。2004 年 10 月 2 日改正。2014 年 9 月

20 日改正。 
（ 以 上） 

 
 
 

学会賞審査委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

 本規定は会則第 24 条２項に基づき学会賞の審

査に関する事項を定める。 
本規程は会則第 24 条２項に基づき学会賞の審査

に関する事項を定める。 
１．（目 的） 
日本経営診断学会賞は、「経営診断における理論

と実践の融合」を理念とし、経営診断理論･基準の

向上発展に資するため、会員の優秀なる著書･論

文または大会報告並びに予稿を審査選定し、その

研究成果を顕彰することをもって目的とする。 
２．（名 称） 
 １）学会賞は最優秀賞、優秀賞、研究奨励賞、

学会功労賞、診断事例優秀賞および大学院生

優秀賞の６種類とする。 
 ２）最優秀賞は特に優れた著書（共著を含む）

または論文（分担執筆含む）に与えられる。 
 ３）優秀賞は優れた著書（共著を含む）または

論文（分担執筆含む）に与えられる。 
 ４）研究奨励賞は将来の研究の進歩・発展に寄

与する顕著な研究業績（著書または論文）に

与えられる。 

１．（目 的） 
日本経営診断学会賞は、「経営診断における理論

と実践の融合」を理念とし、経営診断理論･基準の

向上発展に資するため、会員の優秀なる著書･論

文または大会報告並びに予稿を審査選定し、その

研究成果を顕彰することをもって目的とする。 
２．（委員会の構成） 
1）会長は、担当副会長と審議して委員長を含む

委員若干名を選び、会長がこれを委嘱する。 
2）委員長および委員の任期は原則として４年と

する。 
３．（名称） 
１）学会賞は最優秀賞、優秀賞、研究奨励賞、学

会功労賞、診断事例優秀賞および大学院生優

秀賞の６種類とする。 
 ２）最優秀賞は特に優れた著書（共著を含む）

または論文（分担執筆含む）に与えられる。 
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 ５）学会功労賞は、第 3 条五号および当学会活

動に貢献したものに与えられる。 
６）診断事例優秀賞は、大会において優れた経

営診断の事例報告を行った者（共同研究含

む）に与えられる。 
７）大学院生優秀賞は、大会において優れた研

究報告を行った大学院生（共同研究含む）に

与えられる。 
３．（受賞資格・対象物および応募方法） 
 １）本賞の受賞資格は本会個人会員に限る。 
 ２）本賞のうち、第 2 号から第 4 号の対象とな

る業績は、毎年 6 月から翌年 5 月までに刊行

された著書または論文である。 
 ３）応募者は当該発表物 3 部を学会本部事務局

まで「学会賞応募」と朱記のうえ、毎年 6 月

末日までに送付する。 
 ４）同様に第 2 号から第 4 号については、前項

のほか、選考委員が特に推薦する業績に対し

ては選考対象に加えることができる。 
 ５）第 6 号及び第 7 号の対象物並びに応募方法

については、それぞれ別途定めるものとす

る。 
４．（選考手続） 
１） 第 2 号から第 4 号の選考のため、会長は、

学会賞審査委員会編成のため委員長を含め

て６名以内の選考委員を選び、委嘱する。 
２）第 6 号及び第 7 号の選考手続については、

それぞれ別途定めるものとする。 
５．（表 彰） 
 １）第 2 号から第 4 号の選考のため、会長は、

学会賞審査委員会編成のため委員長を含め

て 6 名以内の選考委員を選び、委嘱する。 
 ２）表彰は第2号から第5号については総会で、

第 6 号及び第 7 号については大会の表彰式

で、それぞれ行う。 
６．（公 表） 
  選考結果は、表彰式とともに、「日本経営診

断学会広報」誌上で公表する。 

 ３）優秀賞は優れた著書（共著を含む）または

論文（分担執筆含む）に与えられる。 
 ４）研究奨励賞は将来の研究の進歩・発展に寄

与する顕著な研究業績（著書または論文）に

与えられる。 
５）学会功労賞は、第 3 条五号および当学会活

動に貢献したものに与えられる。 
６）診断事例優秀賞は、大会において優れた経

営診断の事例報告を行った者（共同研究含

む）に与えられる。 
７）大学院生優秀賞は、大会において優れた研

究報告を行った大学院生（共同研究含む）に

与えられる。 
４．（受賞資格・対象物および応募方法） 
１）本賞の受賞資格は本会個人会員に限る。 
 ２）本賞のうち、第 2 号から第 4 号の対象とな

る業績は、毎年 6 月から翌年 5 月までに刊行

された著書または論文である。 
 ３）応募者は当該発表物 3 部を学会本部事務局

まで「学会賞応募」と朱記のうえ、毎年 6 月

末日までに送付する。 
 ４）同様に第 2 号から第 4 号については、前項

のほか、選考委員が特に推薦する業績に対し

ては選考対象に加えることができる。 
 ５）第 6 号及び第 7 号の対象物並びに応募方法

については、それぞれ別途定めるものとす

る。 
 
【注】現行規程４の（選考手続）については上記

２項の委員会の構成と重複するため削除。 
 
５．（表 彰） 
 １）第 2 号から第 4 号の選考のため、会長は、

学会賞審査委員会編成のため委員長を含め

て 6 名以内の選考委員を選び、委嘱する。 
 ２）表彰は第 2号から第 5 号については総会で、

第 6 号及び第 7 号については大会の表彰式

で、それぞれ行う。 
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７．（規定の変更または廃止） 
１）この規定の変更または廃止は理事会の議決

を要する。 
２）1987 年 10 月 1 日実施施行。1998 年 11
月 7 日改正、2000 年 10 月 7 日改正。2004
年 10 月 2 日改正。2008 年 2 月 23 日改正(部
会長会決定)。 

（ 以 上） 

６．（公 表） 
  選考結果は、表彰式とともに、「日本経営診

断学会広報」誌上で公表する。 
７．（規程の変更または廃止） 
１）この規程の変更または廃止は理事会の議決

を要する。 
２）1987 年 10 月 1 日実施施行。1998 年 11
月 7 日改正、2000 年 10 月 7 日改正。2004
年 10 月 2 日改正。2008 年 2 月 23 日改正(部
会長会決定)。2014 年 9 月 20 日改正。 

（ 以 上） 
 
 

寄稿編集委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本規定は会則第 25 条三号に基づき印刷および電

子媒体の寄稿編集に関する事項を定める。 
（委員会の構成） 
１．会長は、委員長を含めて 10 名以内の編集委

員を選び、委嘱する。 
２．委員の任期は４年とする。 
３．委員会は業務を円滑に実施するため「編集委

員会幹事」若干名を委嘱することができる。 
（委員会の業務） 
４．委員会は下記の業務を行う。 
 １）個人会員への寄稿の案内 
 ２）執筆要領の決定と周知 
 ３）現行の収集 
 ４）レフェリーの委嘱 
 ５）寄稿の編集 
 ６）校正の受渡し作業 
 ７）印刷媒体の発行に関すること 

８）電子媒体の発行に関すること 
（レフェリーの委嘱） 
５．編集委員会は適当数のレフェリー要因を選

び、その中から寄稿ごとに査読を担当するレフ

本規程は会則第 25 条三号に基づき印刷および電

子媒体の寄稿編集に関する事項を定める。 
（委員会の構成） 
１．会長は、担当副会長と審議して委員長を含め

て 10 名以内の編集委員を選び、会長がこれを委

嘱する。 
２．委員長および委員の任期は原則として 4 年 
とする。 
３．委員会は業務を円滑に実施するため「編集委

員会幹事」若干名を委嘱することができる。 
（委員会の業務） 
４．委員会は下記の業務を行う。 
 １）個人会員への寄稿の案内 
 ２）執筆要領の決定と周知 
 ３）現行の収集 
 ４）レフェリーの委嘱 
 ５）寄稿の編集 
 ６）校正の受渡し作業 
 ７）印刷媒体の発行に関すること 
８）電子媒体の発行に関すること 
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ェリーを委嘱する。 
（寄稿審査の運営） 
６．寄稿審査の運営は以下の定めによる。 
１）編集委員はレフェリーを兼務することを妨

げない。 
 ２）対象寄稿はレフェリー3 名以上の査読を経

なければならない。 
 ３）編集委員会は対象寄稿について「統一論

題」、「自由論題」、「事例研究」などの区分を

行う。 
 ４）編集委員会はレフェリーの査読結果を各執

筆者に連絡し、必要に応じて 30 日以内の加

筆・訂正を求めることがある。この場合、担

当レフェリーによる可否の判定を経て採否

を決定することもある。 
 ５）レフェリーの氏名はこれを公表しない。 
 ６）レフェリーへの通信交通費は 1 人 5,000 円

とする。 
（規定の変更または廃止） 
７．この規定の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
８．1996 年 10 月 27 日実施施行。1998 年 11 月

7 日改正、2000 年 10 月 7 日改正、2004 年 10 月

2 日改正、2006 年 9 月 30 日改正。 
（以 上） 

 

（レフェリーの委嘱） 
５．編集委員会は適当数のレフェリー要因を選

び、その中から寄稿ごとに査読を担当するレフ

ェリーを委嘱する。 
（寄稿審査の運営） 
６．寄稿審査の運営は以下の定めによる。 
１）編集委員はレフェリーを兼務することを妨

げない。 
 ２）対象寄稿はレフェリー3 名以上の査読を経

なければならない。 
 ３）編集委員会は対象寄稿について「統一論

題」、「自由論題」、「事例研究」などの区分を

行う。 
 ４）編集委員会はレフェリーの査読結果を各執

筆者に連絡し、必要に応じて 30 日以内の加

筆・訂正を求めることがある。この場合、担

当レフェリーによる可否の判定を経て採否

を決定することもある。 
 ５）レフェリーの氏名はこれを公表しない。 
 ６）レフェリーへの通信交通費は 1 人 5,000 円

とする。 
（規程の変更または廃止） 
７．この規程の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
８．1996 年 10 月 27 日実施施行。1998 年 11 月

7 日改正、2000 年 10 月 7 日改正、2004 年 10 月

2 日改正、2006 年 9 月 30 日改正。2014 年 9 月

20 日改正。 
（以 上） 

 
 

大会運営委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本規定は会則第 25 条四号に基づき大会運営委員

会の組織と業務について定める。 
１．会長は、委員長および委員若干名を委嘱する。 

本規程は会則第 25 条四号に基づき大会運営委員

会の組織と業務について定める。 
１．会長は、担当副会長と審議して委員長を含む
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２．委員の任期は４年とする。 
３．委員会は下記の業務を行う。 
1) 全国大会担当校に関する企画・立案 
2) 全国大会の運営に関する企画・立案 
3) 全国大会における統一テ－マの企画・立案 
4) その他、全国大会の運営に関する会長からの

委任業務および記録保存 
４．前項 2)および 3)の業務は全国大会担当校と

協議のうえ実施する。 
５．この規定の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
６．1998 年 11 月 7 日実施施行。2004 年 10 月 2
日改正。 

（ 以 上） 

委員若干名を選び、会長がこれを委嘱する。 
２．委員長および委員の任期は原則として４年と

する。 
３．委員会は下記の業務を行う。 
１）全国大会担当校に関する企画・立案 
２）全国大会の運営に関する企画・立案 
３）全国大会における統一テ－マの企画・立案 
４）その他、全国大会の運営に関する会長から

の委任業務および記録保存 
４．前項２）および３）の業務は全国大会担当校

と協議のうえ実施する。 
５．この規程の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
６．1998 年 11 月 7 日実施施行。2004 年 10 月 2
日改正。2014 年 9 月 20 日改正。 

（ 以 上） 
 
 

旅費・交通費支払規程 
（現行規程のままで変更なし） 

 
 

研究推進委員会規程 
 

現行規程 
（現 共同プロジェクト研究審査委員会規定） 

改正案 
研究推進委員会 

（変更箇所：下線強調部分） 
本規定は会則第 25 条二号に基づき共同プロジェ

クト研究の審査に関する事項を定める。 
１． （委員会の構成） 
1) 会長は、委員長および委員若干名を委嘱す

る。 
2) 委員の任期は４年とし、再任を妨げない。 
２．（応募方法と選考手続） 
1) 共同プロジェクト研究の参加者は本会個人

会員に限る。 
2) 共同プロジェクト研究の責任者は、研究テー

マ、責任者・参加メンバー名および研究内容・研

本規程は会則第 25 条二号に基づき研究推進に関

する事項および会員の研究活動の支援業務を定

める。 
１．（委員会の構成） 

１）会長は、担当副会長と審議して委員長を含

む委員若干名を選び、会長がこれを委嘱す

る。 
２）委員長および委員の任期は原則として４年

とする。 
２．（共同プロジェクト研究応募方法と選考手続） 

１）共同プロジェクト研究の参加者は本会個人
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究計画について、申請書（ Ａ ４ サイズ１ 枚程

度） を作成し、審査委員会に提出する。 
3) 審査委員会は申請書に基づいて、共同プロジ

ェクト研究の採否を審査し、その結果を責任者に

通知する。 
３． （研究活動費の補助） 
採択された共同プロジェクト研究に対して、研究

活動費 10 万円を補助する。 
４． （研究の継続） 
1) 研究が１年で終了しない場合には、連続した

２ 年を限度として継続研究を認めることがあ

る。 
2) この場合、継続申請書を審査委員会に提出し

て審査を受けるものとする。継続審査が認められ

たものには研究活動費 5 万円を補助する。 
５．（研究結果の発表） 
共同プロジェクト研究の参加メンバーは自らの

責任において活動し、その研究結果は、研究終了

後１ 年以内に、日本経営診断学会全国大会で発

表するとともに、『日本経営診断学会論集』に寄

稿する責任を負う。 
６ ．（規定の変更または廃止） 
1) この規定の変更または廃止は理事会の議決

を要する。 
2)  2004 年 10 月 2 日実施施行。 
 

会員に限る。 
２）共同プロジェクト研究の責任者は、研究テ

ーマ、責任者・参加メンバー名および研究内

容・研究計画について、申請書（Ａ４サイズ

１枚程度）を作成し、審査委員会に提出する。 
３）審査委員会は申請書に基づいて、共同プロ

ジェクト研究の採否を審査し、その結果を責

任者に通知する 
３． （研究活動費の補助） 

採択された共同プロジェクト研究に対して、

研究活動費 10 万円を補助する。 
４． （研究の継続） 
１）研究が１年で終了しない場合には、連続し

た２ 年を限度として継続研究を認めること

がある。 
２）この場合、継続申請書を審査委員会に提出

して審査を受けるものとする。継続審査が認

められたものには研究活動費 5万円を補助す

る。 
５．（研究結果の発表） 

共同プロジェクト研究の参加メンバーは自

らの責任において活動し、その研究結果は、研

究終了後１ 年以内に、日本経営診断学会全国

大会で発表するとともに、『日本経営診断学会

論集』に寄稿する責任を負う。 
６．（会員研究活動支援業務） 
1）会員の研究活動を支援、促進する。 
2）会員の研究活動に関する情報を提供する。 
3）会員の研究支援と関わる活動について、他委

員会との調整を推進する。 
4）会員の研究活動を対外的に広め、新規委員の

増強に結びつく施策を立案し、実施する。 
７．（規程の変更または廃止） 
1）この規程の変更または廃止は理事会の議決を

要する。 
2）2004 年 10 月 2 日実施施行。2014 年 9 月 20
日実施施行。 
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広報委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本規定は会則第 25 条五号に基づき広報委員会の

組織と業務について定める。 
１． （委員会の構成） 
1) 会長は、広報委員長および広報委員（各部会

1 名）を委嘱する。 
 
2) 広報委員長および広報委員の任期は４ 年と

し、再任を妨げない。 
3) 広報委員長は広報活動を円滑に実施するた

めに、広報委員会幹事を若干名委嘱することがで

きる。 
２． （委員会の業務） 
委員会は下記の業務を行う。 
1) 本会の会員および外部に対して本学会の情

報を Web 上で提供する。 
2) 全国大会に関する情報をWeb上で提供する。 
3) 部会活動計画および実施状況に関する情報

を Web 上で提供する。 
4) 日本学術会議および関連団体に関する情報

を Web 上で提供する。 
5) 会員相互の情報交換の場を Web 上で提供す

る。 
6) 教員公募等に関する情報を Web 上で提供す

る。 
7) その他本学会の活動に資する情報を Web 等

で提供する。 
8) Web 運営に関する企画、開発、メンテナンス

等を行う。 
３． （規定の変更または廃止） 
1) この規定の変更または廃止は理事会の議決

を要する。 
2) 2004 年 10 月 2 日実施施行。 
 

本規程は会則第 25 条五号に基づき広報委員会の

組織と業務について定める。 
１．（委員会の構成） 
１）会長は、担当副会長と審議して委員長およ

び委員若干名を選び、会長がこれを委嘱す

る。 
２）委員長および委員の任期は原則として４年

とする。 
３）広報委員長は広報活動を円滑に実施するた

めに、広報委員会幹事を若干名委嘱すること

ができる。 
２． （委員会の業務） 
委員会は下記の業務を行う。 
１）本会の会員および外部に対して本学会の情

報を Web 上で提供する。 
２）全国大会に関する情報を Web 上で提供す

る。 
３）部会活動計画および実施状況に関する情報

を Web 上で提供する。 
４）日本学術会議および関連団体に関する情報

を Web 上で提供する。 
５）会員相互の情報交換の場を Web 上で提供

する。 
６）教員公募等に関する情報を Web 上で提供

する。 
７）その他本学会の活動に資する情報を Web
等で提供する。 

８）Web 運営に関する企画、開発、メンテナン

ス等を行う。 
３．（規程の変更または廃止） 
１）この規程の変更または廃止は理事会の議決

を要する。 
２）2004 年 10 月 2 日実施施行。2014 年 9 月

20 日実施施行。 
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会員サポート委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所：下線強調部分） 

本規定は、会則第 25 条六号に基づき会員の研究

活動および会員増強のサポートに関する事項を

定める。 

 委員会を研究推進委員会規程に一部を統合し、

この規程を廃止する。 

 
 

財務委員会規程 
 

現行規程 改正案 
（変更箇所のみ） 

 本規程は、会則第 25 条七号に基づき学会の財

務に関する業務事項を定める。 
１．（委員会の構成） 
１）会長は、担当副会長と審議して委員長

を含む財務委員若干名を選び、会長が委

嘱する。 
２）委員長および委員の任期は原則として

４年とする。 
２．（委員会の業務） 
委員会は下記の業務を行う。 
１）学会の財務体質の強化および健全化と

会計内容の適正化を図る。 
２）学会事業にともなう収支に関する計画

の策定を行う。 
３）学会会費に関する検討を行う。 

３．（規程の変更または廃止） 
１）この規程の変更または廃止は理事会の

議決を要する。 
２）2014 年 9 月 20 日実施施行。 

 
 

慶弔規程 
（現行規程のままで変更なし） 

 
〔2014 年 9 月会則規程変更案以上〕 
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